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「過疎地域J における成人教育計画の研究

一一北海道における のスケッチー一一一

Toward a Planning to the Adult Education in the 

Depopulated Areas 

-A  brief Sketch of the Matter in Hokkaido.一

高 倉 樹
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第 1節課題の設定 第2節成人教育への接近のための北海道「過疎

第2節地域課題解決へのプロセスの中での成人 地域jにみられる特色の整理
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第1掌「過疎jの概念と進行のプ戸セス 路と課題

第 1節「過疎」の概念 第1節成人教育の険路と再編成計爾批判

第2節 「過疎」進行のプロセスの整潔 第2節 J主体的手専編成の試みと課題

第2叢北海道における「過疎」の特色 終章 f過疎開題」と住民意識

概 要

北海道は昭和40年代にはいって，農村，山村を中心に「過疎」が急速に進行しつつあるが，それは，高度成長政策

に起悶する人口念、減が悪循環をもたらし，地域社会・経済破壊から死滅の方向なたどる点で特有の課題としてとらえ

られ，等閑視できない問題である。

特に北海道では，低密度人口念、激であり，広域な行政単位の中心市街地外の人口減少がg立つこと，積雪寒冷地放

の諸々の不利，交通上の不利，大労働市場から途い故の不利などを背負っている。

地域開E重である「過疎問題」の解決には，住民の主体的条件が鍵となるが，具体的には，日常生活に根ざした地域

課題解決のための教育(学習〉が不可欠であり，内容は，学習意欲増進，知識教育，生活教育のみならず，政治教育

のレベルにまでの教育の進展が条件となる。

しかるに， r過疎地域」の成人教育の現状をみると，住民の意識沈滞なども指摘されているし，地域を基礎として
なされてきた集団学習はその地域の社会構造の変動によって，崩壊または形号変化の滋を歩んでおり，学習集部の再編

成こそ急務といえる。しかも，この湾編成は， r過疎地域」においては氏際のカ長だけに頼ることができず，社会教
育専門職員の援助活動にさ当部期待することになる。

成人教育計爾は，社会教育関連学問領域の成果を基礎に設定し，そこから課題を設定し，そあ具体的解決策の内容
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を設定するというプロセスをとるが，従来，これらの各段階の有機的結合は十分とはし、し、がたし、。筆者はこの一連イむ

を強く主張するとともに，筆者なりの材料で，そのプ戸セスを!際に追ってみたので、ある。

具体的には，地域社会構造変動→築団学習の全面的保障〈展調〉→成人教育組織再編成の方途を主に追ってみたが

基礎設定の不十分放に，成功したとはいえないし，今一つの課題として設定した政治教育もその内容編成まで言及で

きなかった。

さらに，地域住民意識構造変容把握という方向からのプロセスも追いえず，多くの課題を今後に残しているO

序論

第 1節課題の設定

現在， r過疎Jはジャーナリスティ γクな面でも大い
にとりあげられ現在すでにおなじみの言葉になってい

る。その定室長となると必ずしも明確ではないが，およそ

次のように考えられている。「人口の減少に伴って，従

来の地域生活のパターンが維持できなくなった状態，な

いしはなりつつある状態Jをしづ。設1)

もちろん，人口念、減が必ずしも「過疎jを意味するも

のではない。生活不安，経済不安のあるところに「過綴」

は潜在的に存夜しているといえるが，現実的に最も客観

的であり広範にとらえうる指標となると，人口減少をと

このうち，鉱山の閉山は，大部分，短期間に住宅街の

人口がゼ戸になってしまうことが特色で，自然破壊は遂

行ずるが， r過疎」が地域問題として長期間存続して深
刻な事態に立ち至る可能性は少なし、。沿岸漁業の不振か

ら来る人口急減は，半農半漁という型でまだ相当の人

口の集積があり，地域生活の維持に決定的に不利な事

態とはなてついなし、。それに対し農村・山村は，面積約

にも広く，もともと人口集積が低い状況下での急減で，

残る者に精神的動揺や，諸々の負視を残さずにはおかな

い。「過疎J問題のウエートは，断然第三の原因による

ものが大きL、。今回は::l:.に農村，山村地域における問題

をとり上げて行く。特に，農村・山村の中心市街地の外

に広大に広がる地域が， r過疎の中の過疎」である点か
ら，この地域に重点を置いて述べる部分が多L、。

iW) 今井主:<&"''''8本の過疎地帯・・P9…岩波…19唱8年

らざるをえなし、。 第 2節 地域課題解決へのプロセスの中

人口減少という指様からみた場合，本州方簡に広がり， の成人教育の役割

進行しつつあった「過疎」は，昭和40~45年の 5 年間で

小康をえているのに対し，北海道は最も進行し，代表的 「過疎開題」は地域問題である。この問題を住民が主

な「過疎地域j となった。もともと人口が低密度である 体的に解決して行くことが理想とされている。それは各

上の更なる減少は，事態を深刻にうけとめなくてはなら {隆々人の身近な問題から起こして行かなくては，本当に

ないであろう。 住民のものにはならなし、。しかし，傍々人の身近な賂題

「過疎問題」が地域問題である限り，地域住民の主体 から地域課題解決への道穫の途中には多くの慰難と他折

伎がその解決への欠くべからざる条件であるが，従来ま がまちうけている。この困難を克服する最も有力な手段

での「解決策jの多くは，隠発と称する臨家レベルでの こそ，成入学資を含めた成人教育注 1)である。成人教育

計騒がおりてくるのみで，住民の問題としての主主の認識 がしっかり行なわれてきたか否かは，地域謀態解決の

は，必ずしもなされてきたとはし、し、がたし、。 成功，不成功に密接に結びついているのである。

本稿は，北海道における f過疎開題Jあ特色をさぐる もちろん，成人教育は，その範囲は非常に広範である

とともに，成人教育の側関からこの問題をみつめ，生活 が，大きく三つに区分されよう。その 1は職業生活に役

矛盾から地域課題解決のための実践に至るプロセスを機 立つ新しい技術を修得する教育，その 2は趣味，教養，

能的に結びつけるための成人教育の役割と再編成に隠す 娯楽のための教育，その3は地成課題解決のための教育

る若手のスケ γチをこころみたものである。 である。すなわち，地域諜題解決のための成人教育は，

ところで，北海道に「過疎Jをもたらした康問として 成人教育の側にとっても大きな柱であり，最有力な分野

三つの喜要因が考えられる。 であるともいえよう。

1 相次ぐ鉱山の閉山 確井lE久氏は社会教育のねらいとして次の 4点をあげ

2 沿岸漁業の不振 た。「第 1は，民衆をして平和な独立した民主主義慰家

3 農林業のゆきづまり の主主の主権者たるの自覚をつちかわせる政治教育，第2
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俗人生活から地域課題解決のための逐動に至るまでのプロセス
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には，民衆の生活・生産の場に却して生存権・生活権に

ついての自覚をうながし，結局は第 1の教育につらなる

生活教育・生産教育，第3には，第 1・第2の教育の基

礎をきずく基礎的系統的な知識教育，第Hこは，以上の

教育の過程において実現され，以上の教育を補完するも

のとして，身体・感情・自主的能動的態度の形成」注2) 

(傍点引用者〉である。職業・技術修得のための教育，

趣味娯楽のための教育は，この 4点の部分的修得で実現

できるのに対し，地域課題解決のための教育は，この4

点を凶つながら満たしていないと，笑E誌がrn難である点
が特色であり，しかるが放に特にE重要であるといえる。

もし今，碓井氏の第4のねらい身体・感情・自主的能

動的態度の形成を，学習意欲のま首進というやや狭い領域

に止めた場合，教育プロセスとすればむしろ，学習意欲

の橋進→知識教育→生活・生産教育→政、治教育という道

程に始象化することができる。地域課題解決のための教

育は，この遊穏を最後の政治教育の段階まで登りつめる

ことが，不可欠の条件なのである。

ところで一個人生活から地域線題解決のための笑践に

~るまでの道線は複雑をきわめるが，一つの流れとして

抽象化した場合，別障のような流れにまとめうるのでは

なかろうか。

すなわち，従来までの職業・家庭を基礎とした生活

が，役会・経済構造変動，技術革新による新しい適応

をせまられ，矛盾を生じてくる。それを偲々人が矛盾

として認識し，生活課題として意識するのは決して簡

単ではないが，そうしたプロセスを経なくてはならな

いであろう。生活課題は，家庭的，文化的，職業的，

地滅的課題の四つに整理できると考えるが，前三者は

多かれ少なかれ，個人的に(儲別的に〉解決する方途が

あり，努力がなされよう。個人的に努力した結果，解

決が言十り得なかった課題は集団学習にもちこまれる。

他方後三者は，直接，集団的解決の方途が求められ，集

団学習にもちこまれる道程がある。そうした集団学習に

よって課題が解決される場合もあるが，なお解決できな

い課題が残り，地域課題として(生活課題のレベルでの

地域課題よりもより広範でより根本的で関襲撃な課題であ

ち，その段階では家庭的，文化的，職業的課題として，よ

り個人的((偲別的))に認識されていたものが集団学習に

もちこまれて地域課題として認識された課題など)析出

されてくる。そしてさらにその点にしぼった集団学習が

なされ，自擦が設定される〈地域課題の折出から目標設

定までを，地域課題解決のための学習としてとらえる)。

そして，住民運動として社会運動(実践〉へと入って行

く。場合によっては，既存の社会運動団体と結合して，

民衆運動，国民運動へと発展して行くが，その問にも集

団学習は不可欠のものとして位置づいてくる。そして，

そうした運動の結果，再度，地域課題解決のための学

習へたち返って行く場合もあろう。

そして，その全プロセスの段階に応じて，先に述べた

四つの社会教育のねらいも，その初期には主に学習意

欲の増進が， さらに遂行すると，主に知識教育が，さ

らに段階を経ると主に生産・生活教育が，議終段階に

は主に政治教育が位援づくというように，一定のプロセ

スをもって位置づいてくるのではなし、かと考える(凶中

)。

地域課題は，生活矛盾→生活課題をふまえた集鴎学習

の中から出てくる問題であり，その解決のための方法も

集団学望書の場を経なければ，現実化できないのである。

したがって，地域課題の解決は，…にかかって，集団学

習活動の成否にかかっており，非常に重姿な華客閣といえ

る。

以上のように，地域課題解決のためには，前述の校会

教育の四つのねらいを四つながら笑現し，特に，政治教

育の実現が不可欠であると問符に，集団学習の実現と活

発化を図らなくてはならなL、。広範な成人教育の分野の

中で，設もその笑現自擦が高度であり，図幾な分野であ

る。

残念なことに，現在，社会教育の行政の態勢も，民間

の態勢も，これを笑現して行くためにはきわめて会弱で

ある。特に，政治教育は，諸々の困難点の存在の故か，

成人教育では欠落していた分野の一つで，その方法な

ど，今後研究して行かなくてはならない多くの課題が横

たわっている。

ともあれ，現在の成人教育のゆ心的課題は，政治教一制

の実現と集団学習の全面的保障(展開〉にあることは間

違いなかろう。筆者はさしあたワその実現を，公的機関

の行なう社会教育，公教育としての社会教育の分野に綴

符したし、。

研究的な側面からいえば，先に示した図によるプロセ

スを段階ごとに，成人教育の目標段階や関漆諸科学を有

機的に結びつけ，一連化した流れとすることが有力な課

題であると考えている。

をi:(l) 以下教脊の殺の中には学習の35、味も含まれているものとする o
iH2) 磯井正久……「社会教育の概念d …教育，学テキスト14巻社
会教育…長阪新¥lii1l妻…P49・・お茶ノ水勢湾-1961年
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rjdli疎地域jにおける成人教育計阪の研究

第 1 「過疎Jの概念と進行のプロ

セス

第1節 「過疎」の概念

「過疎J現象は，昭和30年前半からぽつぽつ表われて

いるが，それがかくれもなく全国的レベルで、広がってき

たのは30年代後半，池田内閣の「所得倍増計画」以来の

ことであるO しかし， r過疎jなる謡を用いて，独特の
現象として認識され，研究されるようになったのは，昭

和40年代に入ってからなのである。

それは，部落維持のための人口の不足という点で，伝

統的な農村人口過剰論に，そして，一貫して動態的なと

らえ方をする方法の点で従来の僻地問題と，さらに鉱山

や平場農村にまで対象のひろがりを示している点におい

て，従来の山村問題とも一線を磁する概念ということが

できょう。

筆者は「過疎」研究を独特の研究分野としてとらえて

いる。それは主に， r過疎jのドラスチックな点に注目
するからである。

とらえ方は異なるが， r過疎浅象jに近いものは，研
究対象としてかなり以前からとりあげられてきた。すな

わち，広くは農村問題，狭くは僻地問題，山村問題の研

究として位霊堂づいてきたので、ある O したがって，特に新

しい問題として区別する必要はなく， r僻地問題を先鋭
イ七j注!)した問題にすぎないとする考え方も当然存在す

る。また農村社会学の立場から，必ずしも「過疎凋麹J

のみに焦点をしぼるのではなく，農村の社会構造変動と

いう，より大きな枠組の中でこの問題をとらえようとす

る研究者の存在が有力である。

筆者はこれらの観点、や研究方向を否定するものではな

く，非常に有効であり，実綴も大きいと考えている。

他方，これらの突緩をできる限り吸収しつつ， r過疎j
を特有の問題として焦点をあわぜ研究することは， JJIJの

角度から現在の地域問題，社会問題を整理する一助とな

りうると確信するものである。

すでに「過疎開題Jをとりあげた多くの研究者によっ

て研究蓄積がなされてきているが， r過疎現象」を発生
させる原因が，高度成長政策の結果生じてきた点と「過

密」が対照諮をなす点でほぼ一致している。

しかし，さらに立入った点においては，いろいろな考

え方が示されている。そのやから遇政概念の基本と考え

られるいくつかの点において，筆者の見解を切らかにし

- 43 

Tこし、。

まず第Iは， r過密Jr過疎」を，JJj(閣と発生のプロセ
スの点で， r双頭の怪物」注 2)I一卵性双生児」注 3)とし
てとらえる立場が有力である。その解決へのとりくみの

基本的方向について，同時解決を鴎りうるか~かで見解

が分れるが，その点について述べてみたし、。

同時に解決を凶りうると考える立場の代表的なもの

は，現在の過密地域から工場などを分散させることによ

って， r過疎荷量BJの解決策としようとLヴ考え方で，
例えば「日本列滋改造論」の中にもみられる。

それに対し， r過疎開題jの解決は， r過密j ときりは
なして考えなくてはならない特有の問題とする立場があ

り，例えば議員立法によって成立した「過疎地域対策緊

急措援法Jの意識簡でのパックボーンになっている。

研究上の笑緩からみると，後者の方が有力のように思

われるO 官官者は， r過密jの解決にはなるかもしれない
が，その移転先は「過疎地域j よりも，いわゆる「中間

地域jが選ばれる可能性が強く，削)I過疎地域jに進出

してきたとしても，中小の卒業所で，誘致当初の地元の

優遇捻援のある期間だけ操業して，あとはひきあげてし

まうといった危険性があるし，大規模工場などの進出

は，ごく少い拠点にすぎないことなどを考察すると，直

接 F過疎開題jの解決を主意味しない。

それに対し，後者は， r過密問題は筏集の幣筈という
外部不経済として位霞づけられるが放に，主重点的対策た

りうるのに対し，過疎開題は資本の高蓄積が必然的に要

請する労働力潟品化の過程に生ずるフリクシヨンにすぎ

ないのであって，およそ資本の立場からは，過密問題と

同一次元において，政策的同一性を持ち得ないものであ

る。両者とも，資本主義の再生産構造の地域的矛盾の表

現であるにせよ，本来もっている政策上の意味は，自づ

から現体制のもとでは異なる」注めとする考え方に代表

されている。もちろん，資本と労働力集積・集中が，資

本にとって内部経済をもたらし，ただちに外部不経済に

結びつきえないとL、う側面はあるにせよ，この見解は，

基本的に常定できるO

この他に「過疎が山村という地域の所得，就業機会，産

業構造とL、う根深い問題の上に見出しているのに対し，

過密はこうした問題を含まず，もっぱら社会生活環境と

しての適性の喪失が主たる問題意識とされている」注 6)

とする考え方も，別の側面から「過疎Jをより深刻な事

態として受けとめている点，筆者と見解をーにするもの

で、ある。

第2に， r過疎Jの問題性にかかわる相違についてみ
よう O 第一の見解は， r過疎地域Jを「経済活動の規模
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と水準に照らして吟味してみると，人口の相対的に多い

地域であって，経済学的には過街地域」注りであるとす

るものでこの考え方を延長して行くと，人口減少は，i所

得格差が存在する限り，そして都市へ工業部門に庭用が

拡大されていく限り，自然、の勢いであり，経済の法員IJと

いうものであるj注8)とする考え方に通じ，さらに極端

には，所得王子準化に結びつきうればむしろ好ましい現象

とすらとらえられるものである。

この見解を具体的な芸評例で示したと考えられる論文と

して，高松三長官氏執筆のものがある。氏は， 1"過疎現象J

の際閣として五つの要因を指摘しているが，それを要約

すると，次のようになる。註 9)

1 過疎は過密の逆現象で，従来まで過剰人口を何らか

の浬由で包蔵していたところに過疎現象が起きている

のではないか。

2 産業構造の変化によって，過剰人口が明らかな失業

人口として把握され，それが流出したため。

3 所得絡差が大きければ，低所得顔がより高い所得を

求めて移動するのは当然で、，分自己所得均等化の動きで

ある。

4 人口移動に周期があり，以前に流出した人々が残留

していた家族を呼びょせることができる年代にきた。

5 社会意識，生活形体の変化によって，かつての村落

形態を維持しなくてもよいように息われだした。

これらの見解は，おおよそ宵定できる。理論的には大

部分正しいとL巾、うる O しかし，特にこれらの人々のい

う所得平準化については， 1"過疎地域jにおいては人口

減少が所得平準化に結びついてこないような地域だから

こそ問題にしているのであるといえるだろう。すでに，

安達生街，米山俊産氏などが批判注1めしているようにp

その理論的法則性を強調するあまり，急速な事態の遂行

とそれにともなう地域破壊，非人間性への注目が十分で‘

ないようにみうけられる。

これと対照的な見解は， 1"過疎jを例えば「死に至る

病Jlill)として，地域破壊のプロセスとその終末に起こ

る非人間的，自然、破壊的倶g蘭に注目し，放援しておけな

い深刻な社会問題としてうけとめ，政策的に強力な処授

が必要とする考え方である。

こうした立場の研究者の多くは， 1"過疎Jの発生，進

行，そして村落の死滅に至るプロセスを，慈循環逃穫と

して克明に分析し図式化ずる。さらに，主に山村に注目

して，山村の類型化を試み，その類型に応じた怒循環の

輸をたち切る方途を探究しており，自下，1E:菌数十カ所

にフィーノレドを設定して，データを蓄積している途上に

あるとみうけられる。
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筆者も，この見解に立って， 1"過疎」進行のプロセス

を整理し，その解決の方途をさぐってみようと考えてい

る。

しかし，これら立場の人々の考え方や方法について批

判がないわけではなし、。その第1は，深刻な社会問題と

してぜひ解決しなくてはならないと，思いつめるあまり，

人口減少郊「過孫j と考え，とにかく人口の流出を防ぐ

手段のみを追求するとL、う方向が，応々ありがちな点，

その第2は，その考察の出発点を人口減少に援き，人口

減少の原尽などの追求があまり構造的に説明されていな

いきらいがあること，第3は，!11村地域に考察の主婆な

対象をしぼっており，平場農村にみられる f過疎」との

潟連などが必ずしも機能的でない点である。

これらの批判を，筆者が本橋で解決するだけのカ震は

ないが，出来うる限りそうした点を補いながら展開して

行きずこし、。

第3は， 1"過疎Jを飽有の社会問題として深刻にうけ

とめている人々の中でも，ヨミに，地域の産業沈滞に注目

し，産業経済の興援策を産業経済学的立場から考察する

人々注12)と，そうした産業沈滞もさることながら，地域

住民の意識沈滞に注混し，住民意、識の高揚を社会学(文

化論〉または教育論的立場からさけんでいる人々が存在

する。設13)

まず前者が先行し， 1"過疎開題j解決の諸施策が，住

民の手の履かない醤や燥の中央部で計幽され実施されて

きたことに対する批判として出されてきたもので，意識

沈滞が住民の発言を直接弱めるはばりではなく，地元で

長年つちかわれてきた文化の袋退，地域の特質の喪失，

地域逮帯意識の喪失というプ口セスを通して，結局，濁

家レベノレの政策を比較的容易に(十分な検討をへないで)

うけいれてしまうという郊の側面にも注目をする。

最近の「過疎jに関して言及した論文の大部分は，住

民意識の潟揚が決め手であるとして，産業開発オン担ー

の考え方は後退してきているが， 1"過練現象jが進行し

つつある地域のプロセスの住民意思の尊重，意識の高揚

をし、かにして実現するかについては，単独のテーマとし

てほとんどはほとんどとりあげられていないことは残念

に思う。

最後に， 1"過疎Jが動態的概念であるが，この現象が

一定の段階で小康を得ることもあろう O そうした状態を

どう把援すべきかという点、での見解の相違について触れ

なくてはならなし、。

「遇政jを動態的にとらえ，独特の問題として規定す

る理由の一つに，周留の人々がどんどんぬけて行く状況

のもとでの残留住民の不安が地すべり的磯村につながる
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可能性を考慮に入れていることがわかる。すなわち住民

の心理的要因が加わってくるのである。しかし， r過疎」
の遂行を図る最も有力な指標と考えられる人口や散帯の

減少が小康を得たとしても， r過疎開題jの本質は少し
も解決されてはいなし、。その相違は住民の残留すること

に対する不安が多少やわらぐ程度であろう。そして，地

域の生活の維持にかなり無理をしているために，そFがま

わらず放震まされ，それが自然災害などに結びついて，再

度，念、減が始まる可能性を示すきわめて不安定な状況で

あるといえるO 従って，小康を得たことがL、わゆる「適

疎」の状態になったということではなし、。「過疎j とそ

れが小康を得た状況とは上述の住民の心理的要腐を経て

あえて区別するが， r適正車」の概念とも明確に区別され
るべきである。

凶1) 坂本一敏…...r山村問題と山村未来像J ...;i昆疎開題と山村振
輿・・山村振輿言問主主会綴…P197、-古今察院-'1969年

出2) 今井幸彦…・前掲童書…P198
桜3) 安遼主主f豆・・… r過正車問題と地域開発』…地域開発・・ 19681j'.7

月… P65'" その後氏は『過疎のi並行と対策の新しい視~~ (経
済評論…1971年10月・ P138)で，これを資廷する見解を発表し

ている。

注(4) 例えば}I¥!!"Y!重任の意見の中にもみられる… r過疎問題地帯の

稜々のキIì~…地域開発…1972年 l Jl・・ P29
注(5) 武内哲夫・…. r戦後地域政策の展望と土血液議員室~ ..過疎と教

手g"・寺本主基調革…P52・・報光社-1969年
泌6) 坂本一敏・…前掲番目P197
主主(7)1者藤義市…... rj也域綬i斉変貌と過疎開題』…日本の経I舟~昇E・ E ・

-・伊藤忠替市綴…P6…鹿島研究所出版会一1970年

倒的安逮生恨氏がこのような結論に傾斜しがちだとして文中に掲

載している o 前掲喜香川 P66
注(9) 言語松奈古…... r過疎と山村の振興~ ...過疎問皇室と山村振興ー・

前掲警…P222
主主(1時 安達生値…-高官偽警…P66 
米山俊蚕……過疎社会…NHKブックス99…P27-28一目的

年

注11) 今井幸彦…“前掲議…P30
狂乱功例えば山村振興調査会を中心とした研究者グループはこの方

向が強い。

注(J功例えI:n;，';核大学の山絵文化研究所を中心とするグループはこ

の方[i'Jが強い。

第2節 「過疎」進行のプロセスの整理

「過疎J進行のプ戸セスをまとめたものとして，安達

主主恒氏注 1)と，渡辺兵力氏注2)等などのグループ研究が

特に著名である。その内容は詳しくはここでは述べない

が，安達氏のた中身ミとミ入れものミとの関係の悪循環

論は，渡辺氏の所論の中にほぼ包含されていると考えら

れる。

渡辺氏は「人口論的過疎Jと「地域論的過疎Jにその

プロセスを分離し，さらに後者合「経済的過疎」と「社

会的過疎jに分離する。これを戦として，人口減少に至

るまでの「初期段階Jを加えて総合化すると，およそ次

のように図式化ずることができる。

この阪に簡単な説明を加えよう。

国家独占資本主義下の高生産性部門への資本集積，集

中と， {I民生産性部門からの労働力引き出し策(高度成長

政策)と軌をーにする基本法農政に加えて，貿易自由化，

エネルギ一政策，資源の枯渇〈これらも高度成長政策と

無関係ではない〉などが，農林漁業，鉱業の不振な招

き，これら産業の就業人口は急減する。これらは，大部

分の町村と多くの市において慕幹産業であるので，基幹

産業の不振と基幹産業就業人口の急減を意味する。これ

は，地域の関連産業の破壊，さらには，中央出先機関，

交通経営などの縮小に結びつき，これら産業への新規採

用の道をせばめるのみならず，就業人口の急減となって

表れる。念、減の内容は若年j替の流出と挙家流出がある

が，前者は地域人口の老齢化ひいては労働力の質の変

化(低下〉を意味し，さらに後者と結びついて労働力不

足をきたす。

労働力不足と笈の低下は，生産活動の低下→資源利用

の粗放化→停止という「経済的過疎」を遂行せしむる

し，労働力不足は，地域社会機能の麻嫁・生活維持閤難

をもたらし，それが高農村をさらに促進せしめ，ついには

挙村離村という「社会的過疎」の遂をあゆむ。

他方人口老齢化は，死亡率を増加せしむる反沼，出生

率を低下させる。それがつづくと死亡が出生を上まわ

り，人口自然、減をもたらし，さらには，死滅の道をあゆ

む「人口論的過疎J現象へのプ戸セスがある。

これら三つのプロセスは，さらに 窓然破壊をもたら

し災察発生の危険を増加せしめるO これらの災害は

「過密地域」へも多大の被害を及ぼし，国民経済にも損

失をもたらす，という現象が加わってくることも予想で

きる。

以上かなり広範で複雑な図式になってしまったが，本

稿では人口構造の変化のE苦からのプロセスに焦点をあわ

すことにする。それはさらに立入って表してみると，

人口急減〈若年層の流出〉→従属人口増加→出生率下

降→老齢化指数上昇咋労働力化率上昇→自然、増加の停止

というプロセスがえがけるであろう。

次主主において，このプロセスを追いながら北海道にお

ける「過疎」の遂行状態と，特色をさく、、ってみよう。

注(l) fi:j童生恒…-ー前掲議P68-71
割引渡辺兵力……山村地域人口流動の諸照題，…山村振興減交会

資料No15・P1-29日・山村議興調査会-19681j'.3月
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一一一一→進行訴す

一一一一一一一前者の内容を示す
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第2章北海道における「過諌Jの

特色

第1節人口預での特色の実証的観察

「過疎地域」を領域的にどう規定するかは，はなはだ

困難な問題である。その指標としていろいろな婆悶が考

えられるなかで，本分析においては「過疎地域対策緊急

措霞法jによって指定された市町村を対象とする。すで

に局知の通り，昭和35年以後の国勢調査による人口が，

5年間に10%以上の減少を示し，その市町村の3年間平

均の財政負担カ指数が40%以下であるとL、う二つの条件

を雨時に満たした時点で、「過疎地域」に指定されること

になっている。この基準は単なる人口減少という要因の

他に，地元産業破壊(維持図難性)の度合を，間接的に

せよ税負担カとL、う形式で反映させている点で一応説得

力のある恭準と思われる。

全閣各ブロ y クと比較して，北海道の「過疎」進行が

いかなる状況にあるかは，そのアウトライン安「過疎白

書J注1)で矢口ることができる。現在，北海道には213市

町村中138カ所のf過疎市町村jがある。本分析の主な分析

時点となっている昭和45年10月1日現在の市町村数に重量

きかえてみると，市郊では30市中8市，町村部では 185

町村中 130町村で，市部の 3分の l弱，町村部の 3分の

ないしは邸復のきざしがみられる中で， 16.9%という急

速な減少を示し，減少率第1伎の九州 03.8.9百)とも

大憾な主去を生じている。この間世帯数も 5.4%減少を示

し，全国3.7%を上回り，減少率第 I伎である。

すなわち，昭和40年代に入って急速に「過疎化」が遂

行し，全霞ーになってしまった。

「過疎Jの今一つの指標である財政負担カをみると，

注3)昭和43，44， 45年Jの3カ年平均をとった場合， 185 
市町村中， 30%代は20カ所しかなく， 20%未満は44%に

当たる65カ所に達し，10%未満の7カ所が含まれている。

昭和41，42， 43年の平均と比較してみても，負担カが上

昇したfjlJはおカ所 08.8%)にすぎず，それも儀少で，

3%以上好転したのは4カ所存在するのみである。

北海道の「過疎市町村」当たりの人口， 00積人口筏皮

を東北，九州と比較してみると，表3-1のように，人

口規模は3ブロ γクとも似ているが，面積は北海道はず

ば抜けて広域で，東北の2倍強，九州の 4倍弱を示し，

人口密度は逆に東北の2分のし九チHの4分の 11こしか
すぎず，もともと人口稀薄の状況 (1潜夜的過疎地域j

とでもいおうか〉の下での「過疎化」であり，これがさ

表 3-1 過疎市町村平均人口面積密度比較

王子均密度

北海道

東北

九州

27.3人

55.2人

119.8人

2強は「過疎地域Jとなっている。注2)また，道内人口 らに進行すると，本州方面とは比較にならぬ深刻な苓態

の4分の l強，面積の3分の2弱に達している。これら にたち至ることが予想される。

はいずれも域内に占める比率においては 9ブロゲク中 ところで，地域の破壊は人口減少よりも陸帯の減少と

最高値を示す。さらに全国「過疎市町村jの13%，人口の 関係が濃く， 1君主干普通謙」に注目するべきだとする衣場

15.5%，面積の32.9%を占めており，この毒事実からも， がある。人口がいくら減少しても数帯減少が少なければ

全国でも「最過疎地域Jの一つであることが知れる。 ょいとは一概にし、えないが，おおむね肯定しうる見解で

さらに人口減少の度合をみると，昭和35~40年におけ あるo注4)そこで役務減少の状況を，広範な市町村を

る全閣「過疎地域」平均減少率13.3%に対し，北海道は 部落にまで細分して観察してみよう。注5)全道分析は

12.0%で‘平均まで減少していない(最高九州の15.5%)。 莫大になるので，ここでは「過疎市町村jの率が高い

それが昭和40~45年となると，全鼠平均13.1%と横ばい 部類に入り践的，資料の整浬状態のよい網走と後志地区

表3-2 部落部世帯数の変化

調帯 定

比 主幹

後 志

比 率 100.0 3.4 4.8 

- 47-

減
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7.5 27.1 29.6 14.4 

31 

14.3 35.7 8.2 
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についてまとめてみた。(表3-2) と合計34カ所になり.10%以上減少市町村135カ所の4分

昭和35~45の 10年間に，網走地区:では部溶戸数が 3 分 のuこ集中地区，または君主集中地区が設定されているこ
のlから半分以上減少した部落が4割強，後志地区でも とになる O これは，東北 (0/90)九州 (24/214)と比

2警u強を占める。全道的にみても，少くとも 2割程度の 絞して非常に高率で，人口の中心市街地集中の顕著さを

部落はこうした状況の下におかれているのではないだろ 知る手がかりを示している。

うか。 周辺部落の世帯数急減はさ当然小規模部務を増加させ

他方中心市街地(役場所在地区〉の世帯は 2~3 の例 る。後志，締走の2地区についてみると.20世帯未満の

外を残して増加を示している。しかも人口増まで示して 小規模部落は，それぞれ127カ所(全部務の33.6%)46カ

いる中心市街地は， P海地区の過疎市町村合計34カ所中15 所〈全部事喜の10.5%)に速する注7)が， うちこの10年間

カ所を占めており，世帯増人口減のケースとほぼ同数に に30%以上の減少を示した部落がそれぞれ52カ所(小銃

なっている。このことは，市町村内で、の中心市街地への 撲部落の40.9%).39カ所(84.8%)を数えているのであ

顕著な移動祭稜が考えられる。 る。これらはすでに部落の生産・生活の維持に多かれ少

このや心市街地への移動集積は，北海道において特に なかれ閤難な事態に至っていることが考えられる。

霊童箸にみられる現象のように怨われる。他プロ汐クと比 「過疎地域」の産業構造の変化に法自しよう。昭和35

較するために，人口集中地区について分析してみよう。 ~45年の 10年間に北海道は第 I 次産業部門で35.6%. 第

北海道は，昭和45年の持点で76市町村が集中地区を持っ E次産業部門で15.2%の就業者が減少している。これは

ている〈全体の35%の高率である。 東北，九州は20~30 いずれも「過疎地域」の全思平均を上まわっており，官官

%)が，昭和40~45年の間の人口急減にかかわらず集中 者は東海地方に次いで，後者は九州に次いで、減少率が潟

地区を大幅に増加させた(東北や九州は様ばL、〉ばか I) ~ 、。第l次産業部門の不振以外に鉱業の大綴な後退がそ

か，人口減少市町村においても数をふやしている。(表 の影響を大きくしている。

3-3)特に10%以上減少した市町村の25カ所が集中地区 人口急減は，個々の市町村の基幹約康楽にどのように

を持つ。うち7カ所が新設定であるし，この間減少によ 影響合及ぼしているのか。まず産業別就業人口により，

って消滅した集中地区もない。他に集中地区設定市町村 単一産業市町村と複合産業市町村に区別法8)し，複合i!li

以外の市町村で準集中地区をもっところが15カ所あり， 栄市町村は基幹産業の2位までをとり昭和35年当時の基

うち9カ所は10%以上減少市町村である O これを加える 幹産業が10年後にはどのように変化したかをまとめたの

奇襲3 3 市町村別総人口の増減と人口集中地区人口増減との関連

〈人口減少市町村のみ)(実数)

昭和 35 ~ 40年 向 40 ~ 45年

北海道 東 ~t 九 州 北海道 東 jヒ九 ナH

人口集中地区人口増 9 36 13 15 21 26 

総人口 同 新設定 2 6 3 6(1) 6 3 
O~ 向 減 O~ -9.9% 2 11 26 5 20 17 
-9.9 

同 減 10%以上 l 4 10 4 4 
%市減町村の

間 消滅 1 1 2 3 1 

言十 15 58 54 26 54 51 

人口集中地区人口増 l 10 4 

総人口 同 新設定 2 1 2 7 4(2) 

-10.0 同 減 O~ -9.9% 2 1 1 5 1 

少町以村上の減市 同 減-10%以上 -6 2 20 3 2 11 

同 消滅 2 8 2 7 

E十 10 6 32 25 6 26 

準人口集中地区設定市町村 15 26 33 

うち総人口一10%以上減少した市町村 9 4 8 

)内数字は消滅した後復活した集中地尽を示す。

-48 -



「過疎地主主」における成人教育計闘の研究

表 3-4 就業人口の腰位変動にみる過疎市町村の基幹産業の変化
昭和35-45年

昭和 45年に台ける変化

不変変化 l伎の 変化 の 内 容 立の変化の内 容産葉分大 ー単 第H伝第2位総該当過疎

ト類別複ロ産業産業市町村市町村 あり変化農建設製造卸小広吃了，;t・ 化建設製造刺究?:その他

昭 単 農
101 79 50 29 

複 農 林 5 4 3 吋

第 11 農 漁 9 7 7 4 3 漁 1

十 I n 農 鉱 7 7 7 l l 

五次 11 農 製造 8 4 3 

年産 11 農 卸小売 11 2 2 

に業 H 農 その他 10 4 2 2 2 

おー 農業第1校計 (150 (1肝) (56) (51) ( 8) 一(4) (2 ) 一 (2) 

It位 複林 農 3 2 2 2 

る 単漁 13 B 8 

基 複漁 農 9 4 4 2 2 

事学 111 11 その他 6 4 3 2 2 

産 第I次産業計 (1柑) (1目) (65) (ω) (14) 一(9) (2 ) (1) (2 ) 

単鉱 5 5 1 4 

複鉱 農 7 5 4 4 2 1 

H 鉱 サーピA! l 1 

n 建設 そ釘他 2 l l ‘林 l

位 H 製造 その他 5 l 

第E次産業計 (20) (13) ( 3) (10) ( 6) (z) ( 1) (1) (1) (1) 

第孤次産業第l佼 13 

総 計 215 138 68 70 20 2 10 2 2 3 

非過疎市釘村総計 215 77 24 53 20 l 4 10 5 

f単}農業市町村....・-全就業者の過宇数が民一産業に従来しているか40%代でも2伎の産業従事者が15%に満とない市町村
注{
t複合産業市町村・…・上記以外の市町村

29 8 4 13 4 

3 l 

3 l 1 

5 3 4 

2 2 

(43) (11) (6 ) 一 (20) (6 ) 

2 2 

(46) (14) (6 ) 一 (20) (6 ) 

3 2 1 

l 

(4 ) 一 (3) (j) 

50 14 8 3 21 6 

33 3 3 8 19 

が表3-4である。「過疎市町村Jは138カ所中，単一産 「過疎地域」の産業の変動はむしろ少ないということが

芸雲市町村は92存在した。単一産業市町村も含めて，差是業 できょう。

を緩中心とするところは 107カ所，林業，漁業を含めた 変化の内容をみると，第1i立の産業が変ってしてしま

第l次産業を最中心とするところは 125カ月号になる。残 った市町村は20カ月庁，第 1位は変化しなかったが第2位

る13市町村は主に鉱業を最中心とするところで，全部第 が変ったところが50カ所ある。そのいれかわった産業は，

II次産業最中心になっており，第国次産業が最中心の市 「非過疎地域」ときわだった相違がみられる。いれかわ

町村は「過疎市町村jの中には存在しなし、。「過疎町村 った第1位をみると， r過疎市町村」では建設業の上昇が
率jをみると，鉱業が最高 (11/13)で農業 (107/151) 著しいが， r非過疎市町村jでは卸小売業の上昇が顕著で
林業 (2/3)漁業 06/28)の11鼠になっている。 ある。第2伎の方がいれかわった方をみると， r過疎Jf非
この10年間の変化をみると， r過疎市町村」で基幹産 過疎市町村Jともサービス業の上昇が自立つが，それに

業が変化しなかった市町村は68カ所，変化したところは 次ぐ上昇産業は，前者は建設業，後者は卸小売業と，第

70カ所あり，半々である。「非過疎市町村」においては 1位の変化と同じような傾向がみられる。また，建設業

変化したが77カ所中53カ所と約3分の 2に達する。これ の上昇は漁村最中心市町村において顕著で、あり，サーど

は基幹産業の分散の度合が大きいので，少々の変化も順 ス業は差是村最中心市町村において主に上昇しているとい

伎に影響してくるとL、う要閣はなくはないが，第I次， う傾向もみられる。 r過疎市町村」の多くが，綴光，レ
第II次産業を最中心とする市町村の方が，第m次産業最 ジヤ…産業に活路をみいだすか，公共事業中心の建設労

中心市町村よりも変化率が高いことを考慮、にいれると動に依存せざるをえない現実をまざまざと見ることがで
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これに対し，老齢人口指数，老齢化指数は上昇し r非
過疎市町村j との羨をひろげつつある。老齢化は確実に

進行しているのである。

教育学部紀華客

幼年人口指数、老人人口指数
の推移

従属人口指数、老令化指数
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80 
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これまでに述べてきた世帯数急減の部落が多いこと，

各市町村の中心市街地の世帯がふえていること，人口集

中地区の形成率の潟いことなどと，この中心産業の変化

を並べてみると，挙家緩村した人々は，その市町村の中心

市街地に移り，そこでサービス業か建設労働に従事し，

しばらくの後，より高所得と，移動する建設現場を追っ

て出て行く，というコースが想定できるのであるが，日

下仮説の域を上誌ない。

人口減少が「過疎」をもたらすプロセスの中に若年!替

の流出と，若年労働力のおちこみが考えられるが，この

点について観察してみよう O

若年}替の流出については，昭和30年と45年とを比較し

た。昭和30年当時 0~14歳だった人は，昭和45年にはお

~29歳の年齢に遼してL る o 前者と後者の差をみること

によって，どの程度が現在残っているかがわかるはずで

ある。表3-5に示すように，この15年間に突に58.4%

も減少しており， 10人中4人程度しか残っていないこと

になる O そして，この湖の「過霊長地域jからの人口総減

少数の87%がこの年齢階層に属している。

勤労苦手少年の人口減は，表3-6のようにこの 5年間

に突に20%近く減少を示した。この間「過疎地域J全体

の減少率は17%弱であるからそれを相当上回っている。

こうした若年隠の動きは全体の年齢別人口機成にし、か 20 20 

幽i10
6め

若年爆の流出率と減少寄与率表3-5

10 
i曽減数

昭和4謀
人口

昭和30年
0~14歳
人口

O 
% 万

口
出
引
H

A

V

手
「

日
1
5
f

O 
% 

過疎
市町村
非過疎
市町村 11，012，55711，139，419 

737，658 
夕

刊

日

年

ク

川

初

年

イシ

こうした老齢化の傾向と若年震の動きをみると，労働

力化率に何らかの影響を及ぼしていることが考えられ

た。昭和35~45年の 10年間に「過疎地域jの就業人口は20

%と大憾に減少した。しかし，労働力化率は「非過疎地

域jとは逆にこの10年間に上昇している。すなわち，よ

り多くの人々が働くようになったといえる。従って，扶

養人口は減少していることになる。これは r過疎」進
行のプロセスとは逆の結果である。老齢化の遂行と労働

力化率の上昇は，老齢化しても働かねばならぬ現実を物

語っているのかもしれなし、。

若年震の流出と老齢化の遂行は，他方自然増加率に彩

饗を及ぼさずにはおかなし、。「過疎地域jに関するこの

種の持系列的な資料はいまだ入手できないが，山村にお

35 
年

87.4 

均
一19.6

姻

/三樹
/ //  

//  

./ 

12.5 126，862 

昭和40年
15~24歳

就業者

153，902 

表3-6

疎
村
疎
村

町
過
町

過
市
非
市

6.3 
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424，880 

なる影響を及ぼしているのであろうか。幼年人口指数，

老人人口指数，従属人口指数，老齢化指数を，昭和30~

45年の15年間について計算し，図示した。(図3 1) 

f過疎地域jにおいては幼年人口指数も，従属人口指数

も以前は「非過疎市町村」よりも10%以上高率であった

が，急速に率を低めて，むしろ惑をちぢめる傾向にある O
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奇襲3 8 最近 1年間の出生と死亡の状況 (昭和46年 7 月 ~47年 6 月)

総 人 ロ
1972. 6.30 出 生
現在住民登録

会 選 .648人

過疎市町村 1，288，993人

市 2ヨ7，627
i田I 村 991，366 

非過疎市町村 3，970，655人

表 3 7 

全

jヒ 海
東

関

jヒ
東

近

Jll 

山

四

1ぢ 325，511 

l留J 村 711， 144 

過疎地域の課題と対策の方向

出生率の推移

国 19.21 18.61 23.31 13.2 

道 21.71 17.91 26.31 14.9 

北 23.01 16.21 25.71 15.9 

東 18.51 20.51 24.81 13.5 

陵 19.71 16.51 21.01 10.4 

海 18.41 19.71 21.41 11.2 

畿 15.61 20.41 18.21 11.8 

陰 18.8 14.0 19.9 7.5 

陽 17.41 17.01 18.31 10.5 

国 19.21 15.31 24.31 9.5 

121.4 

121.0 

111.0 

134.1 

106.6 

116.2 

116.6 

105.8 

105.1 

126.5 

，601人

18，422人

4，105 

14，137 

74，179人

62，139 

12，040 

(%) 

71.0 

83.3 

98.8 

65.9 

63.1 

56.8 

57.8 

53.5 

61.8 

62.2 

九 州 22.2 16ι 25.2 13.51 113.51 82.3 

E主 「全域」とは山村と平場の合計で県・ブ、ロ0/ク全

域の意である。

資料 「山村Jは各県衛生部への照会調査より作成。

ける出主主主容について計算したものがある。(表3-7)注9) 

北海道の山村は，昭和43年当時でも低い率ではなく，平

場との格差もさほどではないが，出生率のおちこみがか

なりはげしいことが知れる。

最近 1年間の北海道の状況を住民基本合候人口移動報

告から計算してみよう。(表3-8)r過疎」市町村にお

ける出生率は 04.3人)r非過疎市町村」を4人以上下
回る。特に市部!弓土の差が著しし、。死亡率も， 1.6人の

室長があり，明らかに自然増加にブレーキがかかっている。

出生数100に対する死亡数は「非過疎地域jが29%なの

に対し， I過疎地域Jは49%を示し倍近い主をがっこうと

している O

それでは，現突に死亡が出生を上濁るようになること

- 51 

つ100き0率人に 死 しh つ100き率0人に 死亡数/出生率

.6人 30，145人 5.7人 32.5% 

14.3人 8，990人 7.0人 48.8% 

13.8 2，081 7.0 50.7 

14.4 6，909 7.0 48.3 

18.7人 21， 155人 5.3人 28.5.9& 
19.1 15，646 4.8 25.2 

16.9 4，509 6.3 37.5 

が近くありうるのであろうか。 i湾じ最近1年間におい

て，そうした状況にあった市町村は存在するが，まだ4

カ所にすぎず「過疎地域J全域に広がり，死に至ること

は，念、にはありえないように怒われる。しかし，自然減

地域が4カ所でも出たことは死に至る兆候とも考えられ

注尽すべきであろう。

以上前撃で予想される「過疎」進行のプロセスを人口

面から追ってみたが，必ずしもその仮説遜り遂行してい

るとはいいがたし、。北海遂の場合，もう少し侍を経なけ

れば，明確にはならない。うらをかえせば，北海道はい

まだ「過疎化J進行の初期にあり，目下のところ急激に

地域崩壊→死滅がなされる状態にはないといえるであろ

うor過疎jの進行が遅いと住民の心理的動揺も少なく
なり，また，新しい環境への適応がなされるであろう。

しかし，それは常に不安定の状況下の小康であって，地

域社会経済の維持の陣要量性が長期間続くところに，逆に

大きな問題がよこたわっているのではなかろうか。

さらに図示した全プロセスを見わたして見ても，北海

道においては，人口節以外でも，このプロセスに反ずる

ような事実もいくつか指摘されている。

例えば，農林就業人口の減少が必ずしも産業としての

幾林業の破壊を意味しないこと，住10)人口減少が，地元

関連産業破壊に結びついている例はむしろ少ないことな

どである。法11)

こうした点に関しては，さらに今後の動きを見守って

ゆくべきであるが，場合によってはプロセスの再吟味の

必要にせまられることも予想できる。

rL(l) 過疎自主撃・…・昭和46'年度…自治省過疎対策管;~里官議縦…舟0;-ω­
望号i斡及 KK-]972 
iL(2) 1I{j和40-45i!CのIllHこ]0%以…1:(7)人11減少をノぶしたが， ri品ifJi!，
市町村J にJ民主主きれなかったところが1市3匝lある。
u，(3) 過疎対策，山村振興関係例士見築・・北海道企画音11...c)，生米資粍より
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出4) 安i主生似・…・・出H品縫いP67
主主(5) 広域生活錫集落現j兄…(北海道食i劇部第 1後 1971) ..を分
析しfこ。
自給) 全滋14:i也区中過疎市町村率は網走が5f立，後;Cl!;.i;'21立で与ある。
注(7)広域生活魁築港現況・前掲舎を分析した。ただし，道が各市

町村に回答を求める方法をとっているので，市町村の総務区分

の教え方によって回答のレベんが輿なり，おおよその目安にし

かならない。後志の率は過大評倒，網走の率lまi島小評憾のよう

にみうけられる。

設(8) 表3-4の設を参現在
ti:(9) 半殴次努....!l"j過疎地域の課題と対策J …地域開発-1972年
2月一P5より

注品。布施鉄i合…-地域社会構造把握に関する基礎的分析方法(仁)
…北海遊大学教脊学部紀聖書第19号…P46-1972年

注(11) ;ffj施鉄治…・日前掲警…P49

第2節成人教育への接近のための，北

海道「過疎地域Jにみられる特色

の整理

言官僚の分析をもとにして，北海道における「過疎地

域」の特色を整理してみよう。

1 北海道の「過疎Jは，昭和40年代に入って本格化し

Tこ。

2 本州方面とは主主なり，低密度人口急減地域である。

小規模部務が急増している。

3 一つの行政単位が.*チ1'1方薗と比較にならぬほど広

域で，部落務の距離も長く，中心市街地へも速い部落

が多い。

4 その広域な行政単位の中の多くの部落で「世帯過疎」

がみられる。

5 行政区域内全体の人口急減にもかかわらず市町村の

中心市街地は，人口集中地区が形成されている例が多

く，人口は減少しても，役常増加がみられるところが

大多数である。他方，中心市街地外の広大な地域で

は，その分だけ人口の減少が多いことになり.r過疎
の中の過疎地域Jとなっている。

6 中心市街地は，潟辺の人々を一時期ではあるにせ

よ吸収しプールしていると考えられるが，それらの人

は，サービス業か建設労働につく場合が多い。

7 若年人口，若年労働力の流出が大きく，老齢化が遂

行しているが，労働力化率は上昇している。

8 出生惑は減少しているが，いまだ死亡率が上回るよ

うな水準ではない。

こうした事実との関連において，あるいは新しくつけ

加える点において， r過疎地域jにおける成人教育計画
作成上，基礎的条件として考慮されるべき主な点を指摘

しよう。

9 北海道には林野率75%以上の「山村」が多く.116 

市町村存在する。そのうち「過疎市町村jは89を点め

る。これらの林野は大部分間有林，公有林からなる。

従って，夏場の造林，冬場の造材，林道の開削など，

w林を中心とする賃仕事が，いまだかなりのウェート
を占めている。

10 中心市街地へ通ずる道路t主総当改良されており，冬

期間も除雪される送路がふえたが，長距離であるうえ

公共交通機関の使は慈化しつつあり，総体的に，交通

条件は不利条件が多L、。

11 行政区域が広域の故に，同一市町村で仕事について

いる場合でも，通勤ができず， r村内出稼ぎJのよう
な形態をとらざるをえない地域もある。これらの人々

は市町村内の常任人口であっても，安定した常住人口

ではなし、。

12 積雪寒冷地であるが故に，冬期間の交通確保など，

生活維持のための入手が非積雪地より多く必要とす

るO また，土木工事などは菱裁に緩端に築中し，年間

を通じた地元で、の安定的雇用の穏を狭くしている O

13 農業関では，専業主容が高い(44.1%)が，工業を中心

とする大労働市場から遠いので，兼業は出稼ぎが主流

にならざるをえず，さもなくば挙家離差益の形態をとる。

14 賃労働者の人件費上昇による幾多喜労働力の確保が閤

難になってきている O

15 潟等教育機関までの距離が速く，通学ができない地

域が多いので，高等教育を受ける機会が狭L、。従っ

て，高等教育をうけたえ雪の j習もうすい。「過疎地域J

は「非過線地域jの半数〈昭和45年で，前者3.4%.

後者6.8%)で、あり，イ中びも半分(昭和35-45年の10

年間で，官官者1.2.9o'， 後者2.4%)である。中等教育段

階も rj過疎地域Jは不利で，やや格差は縮まりつつ

も，倍近い差がある。逆にし、えば，初等教育段階の}替

の比重量が高いのである。

16 文化的，意識的函では，部落の歴史が浅く，近代に

入ってから成立したものが圧倒的なので，古くからの

「むら」の束縛が弱く，他方，郷土への愛着も本州方

面など強くないと考えられる。

17 北海道は，一環ーして国や遂による上からの政策によ

り凋発が進んできており，住民はむしろこれに綴るか

たちで支持し追従してきたため，潤発のイデオロギー

が浸透しやすく，住民の中に伝統的な政策に対する抵

抗力が弱い習がある。

18 もともと部落が小規模で，地域維持に余裕がない状

況の下での挙家離村は，たといその数が少なくとも，

残る者の精神面，意識商に与える影響が大きい。

以上指摘した点は仮説の域を出ない事項が多く，その

突誌の必要書伎を痛感する。
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第 3章北海道「過疎地域」におけ

る成人教育の陸路と課題

第1節 成人教育の陸路と蒋編成計画批

判

「過疎開題jを成人教育の場に移してみよう。

先に序論で、あげた諜惑を満たすための最少の用件は，

次の諸点であろう。

1 継続的な学習の可能な安定した常住者の一定限度の

集積

2 学習の時間をさきうる余般の存在

3 学習組織をまとめて行くオルガナイザーまたはリー

ダーの存在

4 学習をバックアップずるインテリ j習の存在

現実にはこれらの条件充足が，間難になってきている

場合が多い。

「過疎地域J，特に中心市街地の外においては，官官意で

みたように，人口はおろか世携の急減，部落の小規模

化，林業労働の存在と建設労働への移行化，村内出稼ぎ

の幸子在，長期出稼ぎ化，若年層の都市への流出などによ

る学習者たりうる常住者は激減しているO 安定した常住

者である専業農家の人均も，労働力確保の殴難により多

忙になっている。特に酪農地帯では入手をふやさない多

額化のために，年間を通じて時照的余裕がなくなってき

ている状況が考えられる。したがって，集団学習に参加

する肉体的・精神的余裕のある人々はさらに少なし、。

この第1，第2の点における困難は，必然的に第3点

の学習リーダー不足とL、う困難をひきおこす。第4点の

インテ P存在については，もともと中心市街地外で、は欠

落している場合が多く，これがこれらの地域での政治教

育の水準にまで学習が歪らない大きな一因と考えられる

が，前章の学歴構成でみたように，基本的に改善されて

はいない。そればか9か，最近の学校統廃合によって，

僻地の教員のひきあげがみられ，条件が悪化している例

も多L、。中心市街地から学習をパ O/!Jプゲプする人を逮

れて来ようにも，距離的な怒条件がこれに加わり一層困

難が増している。

伝統的な地域団体である青年間や婦人会について見れ

ば，前者は消滅の危機に綴し，後者ば会員のなしくずし

的減少と老齢化が遂行会している。また，どこにでも存在

しうる唯一の成人教育団体として有力視されているPT

A活動も， r過疎地域jでは学校の小規模化に伴い，活
発な活動の場が失われつつあるし，学校統合により組織

が大きくなったものの，距離的に速くなって多くの人々

の参加が望めない事態もあろう。

苦手年学級，綴入学級，社会学級もこれらの団体の消長

と不可分であり，同様の磁路にぶつからざるをえない。

すなわち，地域を基礎とした青年・婦人団体中心の伝

統的学習方式が，広範な地域で崩壊してしまったか，崩

壊の危機に頻しているのである。それは集留学習機会が

喪失されつつあるだけではなく，従来行なわれてきたと

ころの学習意、欲の養成，知識教育，主主沼教育のレベルで

蓄積されてきた効果が，政治教育，ひいてはこの地域の

関難な事態の下で地域課題解決のための学習に結びつか

ない状態のまま，集団学習機会の喪失とともに消滅しよ

うとしていることを意味する。

このような事態の下で，地域住民の意識沈滞が指摘さ

れていることは，憂慮すべきことである。それは，学習ヨ

プロセスからみると，学習意欲の増進という第一段階に

立ちもどらなくてはならないことを示唆しているからで

ある。この意識沈滞が，本当に存夜しているのか，存在

しているとすればどの程度の範践でどの程度の段階まで

進行しているのかを，調べる必要があろう。その結果い

かんによっては，社会教育を再度啓蒙時代にひきもどす

ことも考えなくてはならないが，この問題は別としても.

学習集団の再編成，安定した集団学習の復活を，多かれ

少なかれ地域住民以外のえ告がやらなくてはならないこと

は事実であろう O それが自主的に湾編成できないところ

に，社会教育上の「過疎開題」が存在するからである。

この役割を果たすのは一体誰なのだろう。社会教育の

みを目的とする民間の団体は，大都市に存在が考えられ

ても，長山漁村においては，まずないといってよい。そ

の他の民間団体では，例えば労働組合などによる編成と

してf労農共同学習Jが考えられる。しかし，北海道の場

合，ある繰られた地域は別として，これが広範に展開さ

れてくる背景はきわめて乏しいと考えられる。その理由

の第1は，北海道においては，兼業か出稼ぎの裂をとる

ので中心市街地外の通勤労働者の騒がうずく，労農共住

地予告が狭いことである。第2は，この場合，当然将来にお

ける労差是共慨を趣向するわけであるが，北海道の場合，

拓殖政策，開発政策とL、う政策先行の伝統が農業国にあ

るため，関争への次元が，農民と労働者間でかなりへだ

たりがあることが予想できるからである。

恐らく， el下，広範なかたちで蒋編成にとりくみう

るのは，公約機関〈役場，教育委員会〉以外にはなかろ

o
d
 

F
h
v
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うo ~むこ再編成へいろいろな試みがなされてきている。 筆者の評価では，社会教育専門職員の教育委員会内に援

もちろんこうした試みがすべて成功しているわけでは かれた現状で‘は，はなはだ政治教育にはとりくみにくい

ないし，住民にとって必ずしも適切なものでないと評{弱 体質のあることを感ずるとき，まず学習集団再編成を行

せざるをえないものもある。むしろ成功であり適切と判 なうことが現実的に思われる O

新できるものはきわめて少なL、。 もちろん，社会教育専門職員が政治教育に無関心のま

例えば「滋疎開題jの学校教育的「解決j として学校 までいてよいというのではなく，常にその方向を求めな

統合があるが，スクールパス化による放課後のクラブ活 くてはならなし、。従来から，社会教育の分野の中に文化

動への制約，寄宿舎化の際の寄宿舎における家庭教育的 財保護があり，社会教育専門職員は郷土文化の保存にあ

配慮の不備，スクーノレパスイヒ，寄宿舎化などによる親の たり一定の突績をあげてきたが，最近，開発か保存かと

負扱増などの批判もみられる。社会教育の倒!からみた場 L ヴ問題が各地で起こり，文化財の担当者として，政治

合，校舎の施設を地区会館として利用できるというメ F 約問題に関与せざるをえない人々の存在も予想され，こ

vトはあるが，教員の引上げというデメリゲトの方が大 うした経験を通じて，政治教育の方式がかたまって行く

きいと考えられる。また，中学校統合にみられる寄稿会 ことが期待できるのではなかろうか。

化にしても，部落から中学学齢期の人間が全員休日を除

いて欠落してしまうことの影響も考えなくてはならな

ぃ。家庭における教育は，裁から子どもに一方的になさ 第2節 具体的再編成の試みと課題

れるものではなく，予どもが親に影響を与え，親が学習

するという場合が:意外に多い。特に中学校の教科の水準

は，すでに殺の常識の域を超えている場合が多く，子ど

もが学校から a々 持ち帰ってくる新しい考え方や技術を
親がそれなりに吸収する大切な時期であると思えるので

ある。こうしたデメリザトと，学校大規模化による学力

向上というメリゲトとの比絞評愛はm難な問題であろう
が，より社会教育の仮IJの毒事情も考慮に入れるべきであろ

う。

さらに広級生活圏構想、にしても，ここでは述べないが

いろいろの問題を感ぜざるをえない。特に社会教育関係

について触れるならば，社会教育関係施設の地域配分の

みが出てきて，福校施設と考えられている福祉センター

との関連があいまいであるとの印象をうける。また，健

康センターに保健婦の常駐が現記されているのに，公民

館にその施設を中心に展関される活動をパ汐グアvプす

る人事配置(社会教育主事，公民館主事〉は示されてい

ない。脱「過疎jのための住民の積極的な地域課題への

とりくみの設要性がさけばれている時に，また，従来の

集団学習組織が消滅したり形骸化してきているおり，新

しい学習綴織の再編成の必要性が痛感されるこの終期に

おいて，社会教育主事，公民館主事(以下社会教育専門

職員と称する〉の人事配重量などへの記長撃がなされていな

いとすればこの構怨の大きな欠陥のーっと考えられる。

芸家者は，社会教育専門職員を，さしあたり学習集団の

蒋編成の主要な援助者として佼援づけたし、。再建のプロ

セスを抽象化すると，学習集矧の干手編成→政治教育→地

域課題解決のための学習となろうが，現実には，矢印が逆

になることも，順番がかわることもありうる。しかし，
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社会教育専門職員は，数年前からすでに学習集団再編

成に関して努力をはらってきている。

青年教育に関しては，まず，青年団の合併の促進であ

る。その結果についての具体的資料はないが，あまり成

功してはいなL、。その理由の第Iは，最近隣の部落とい

っても 5キロ， 10キロへだたっている例が少なからず存

在し，ところによってはそれが普通の場合すらある。こ

の距離を本州における生活関の範期にあてはめると 2番

目に大きい2次生活閣に入る範閣である。これに穣警寒

冷を考えあわせると，とうてい安定した学習築関とはな

りえなし、。その 2として，部落の他の組織ときり離した

形で青年間だけを合併することに，部落の人々が難色を

示す場合が多いことがあげられる。

別の方法として，中央公民舘に潟治研修施設を設け，

それを利用しての青年対象の宿泊研修方式があげられ

る。これは最近，地方自治体も，公民館の施設拡充の必

要性を認め，各地でこの種の施設営もった公民館建設の

例jが数多く出ており，一定の成果をあげている。

婦人教育に関しては，マンネリズムからの脱却を目ざ

して若奏会な独立させ，そのシ g ゲグによって従来の婦

人会も活発化させようとの試みがなされている。シ認 V

ク療法による従来の婦人会のたちなおりのよ主体的実例は

いまだ知らないが，若妥会の独立の例は数多くある。

高齢者教育は新しい分野として注目され，従来福祉事

務所がもっぱら行なってきた老人クラブを較として，潟

主Il:率務所との連携の下に，学習方式が探究されている。

さらに，従来までの地域に根ざしたいわゆる「網羅問



「過疎地域」における成人教育計爾の研究

体J中心の考えから転じて，言者径の文化問体など，機能

的集団中心的な方式を遂行せしめ，文化図体の金町村的

な組織ができあがったところもある。

しかし，これらは，次の点で更に吟味されなくてはい

けないで込あろう。

1 文化Bi:l体の連合組織の成立だけで満足することな

く，個々の団体との遼携を強め，単なる狭い趣味や娯

楽に終わらせず，少なくとも生活教育的な要素をくみ

こむ込む方法の探究。

2 高齢者を高齢者として区別して老人福祉の枠内での

学欝を目ざすのではなく，より教育的側面での探究。

3 中心施設の充実化により，各部落代表研修的な機会

が増加しているが，そうした間接的な教育機能の実際

的な効果をもっとみきわめること。

日下のところ， r遜疎地域Jにおける集団学習による
地域課題解決のための学習展開の特効薬はみつかつては

いない。しかし， このことがいささかも， r過疎地域j
の地域的課題解決のための学潔を段擦とする政治教育の

実混と集留学習の全面的保障(展言語)という課題を変更

させるものではなし、。不断の鋳交，工夫，地道な援助の

中から，新しい方式を見いだしてし、く努力が，つづけら

れなくてはならなし、。

終 「過疎開題」と住民意識

本稿における筆者のこれまでの展開は，はなはだ竜頭

蛇尾の印象をまぬがれなし、。

ここでやや角度を変えて， r過疎開題j解決のための
諸手段と，それをうけとめる住民の意識の面からの成人

教育の課題を追って結びとしたし、。

「過疎問題」の「解決jのための諸手段は， r自由放任
論Jr集団移転論Jr現状維持論Jr拠点形成論Jr穣緩開
発論Jである。注1)

これに「小拠点形成論Jを加えた六項目について，島

根県の「過疎地域」の住民に賛否をとったところ，法2)

「積緩開発論jの賛同者が96%に透した。むろんそれに

こしたことはないが，それが可能な地域は限られよう O

次に多いのが「現状維持論Jr自由放任論Jであるが，
これは反対者も多く，賛否のまをは1O~15%程度にすぎな

L 、。反対は「集部移転論jが63%で最もおく，次いで「拠

点形成論jが46%の反対で、あった。

さらに北海道が突施した「道政についての殴論調査J
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設 3)をみると，人口減少を認識している人ほど，-.過疎

化Jに不安を感じている結果がでている。また，住みな

れた地への愛義の備を示している。このことは「過疎j

は不安であるけれど，なんとか住みなれたところな動き

たくないと考える住民が多いことを意味している O

しかし他方，和歌山県の実施した「離村者追跡調査」

注りにおいては，経済的理由による離村が35;弘子ども

の教育を理由とする者が16%で，この二つの理由が断然

多い。そして全体の85%が都市に出てきてよかったとい

っている。これは筆者が当学部の発達心理学研究室のス

タザブの中に加わって行なった追跡調査においても，ほ

ぼ悶じ傾向の結果を得ている。

こうした結果をどう考えればよいのであろうか。

「拠点形成論Jを主張する〈筆者も，これが最も混実

的解決策と考えるが〕伊藤義市氏をはじめとする人々も

孫々強調するように，地域住民の主体的条件が鍵となっ

てくる O 注5)往民自身， r過疎開題j解決策の立案者と
なることは現状では困難があるとしても，選択者として

確実に佼霊堂づかねばらない。

この一連の調査結果なみると，これら「過疎開重量J解

決策に対して，その策が，一定の効果をあげるまでの期

間，住民の当初の決心を不動にしておくことが，非常に

大切な気がする。そのためにも，かなりつめた地威諜題

解決のための学漢の必要性と重要性を改めて感ずる。

ところで，こうした伎民の意識調査は，地域構造を把

握するための議資料と主主んで，社会教育計爾には欠くこ

とのできない重要なものである。最近この点が，行政の

レベルでも認識され，各地で実施されるようになってき

たのは喜ばしいことである。

しかし本稿は，これらの住民の意識の構造その内容に

ついては，ほとんど触れないままにきてしまった。

図のように，成人教育計劉は，基礎設定→課題設定→

内容設定のプロセスで、行なわれるものと考えるO

成人教事著書十磁

崎北連主f.• ;::) 

本橋は，::tに図によるところのd却にそった流れを追

ってきた。他方地域構造変動指援と政治教育という謀務
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は→印のようには結びつけえなかったし，成人教育学習

内容(政治教育〉の中身にも言及しえなかった。

まずこ，地域住民意識構造把援という今一つの慕礎設定

がほとどなしえず，それが政治教育の課題設定があいま

いになった原因をなし，従って，この方向からの課題設

定，内容設定〈図中の・・4印〉がなしえなかった。

さらに，本稿最大のねらいであった，基礎設定，課題

設定，内容設定を部分的にせよ有機的一連化も，関連皮

や鰍幸容さにおいて不十分であり，成功したとはし、いがた

し、。

本稿は広範な成人教育計画のごく一部を浅くなでたに

すぎな~'，文字通りスケ γ チに終わってしまった。

倒的 伊藤務市…・・・高iH局番…Pll-14
注(2) 山絵文化研究所・・・過疎地域における教育百十脳に泌する基礎

的研究ー邑知町第一次誠査報管-P63・・1968年2月

u:(3) 北海滋…"')藍政についての世論調査結果報告一〔地域振興〕
-1970年 3月

出4) 和歌山県……殿村者追跡調室・・1970年 7月笑雌i

担当5) 半間次男……過疎地帯の現状と将来…日本の経済~閲一前ぬ
議…P68
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